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川崎イノベーションクラスター形成に向けて１）
1.はじめに
本稿は,専修大学オープン･リサーチ整備事
業｢川崎イノベーションクラスター形成に向け
ての提言｣に関するこれまでの研究成果を報告
するものである｡プロジェクト全体は,都市産
莱,都市経済,都市基盤の調査ユニットから構
成され,本稿では産業ユニットの研究成果に限
定して報告したい｡以下では四つの｢川崎モデ
ル｣を提示する｡第一は,臨海部の鉄鋼,化学,
金属産業をベースとした素材産業クラスターと
環境産業クラスター,第二は,内陸部の電機･
精密機器産業をベースとしたn'クラスター,
第三は,開発型中小企業クラスター,そして第
四は,新規創業企業(スタートアップ)クラス
ターである｡もちろんそれぞれは分離されるわ
けではなく,第一と第二のクラスターは大企業
中心であるのに対して,第三と第四のクラス
ターは中小企業が中心となるのであるが,後者
の展開のためには前者との密接な連携が不可欠
平尾光司
宮本光晴
となる｡その上で四つのモデルの有機的な連携
から, ｢川崎イノベーションクラスターの形成｣
が可能になると考えている｡
その前に,川崎市産業を概観しよう｡周知の
ように川崎市は,京浜コンビナートの中心に位
置し,日本で最も典型的な工業都市として発展
してきた｡臨海部の鉄鋼や石油化学の大工場,
内陸部の電機や機械産業の大工場,そしてそれ
らの周囲に広がる中小企業群が,川崎の産業集
積を形成してきた｡川崎を発祥の地とする日本
の有力企業として,日本鋼管(現JFE),富士
電機,味の素,東芝,富士通,等々をあげるこ
とができる｡
川崎の工業都市としての姿は,東京23区と比
較して,面積では4分の1,人口では15%であ
るのに対して,製造業の産出額では東京23区の
85%に達することにも見ることができる(図表
1)｡あるいは製造業大規模工場の集積地,川
崎の姿は, 1人当り製造業産出額が他の都市を
はるかに上回ることにも見ることができる｡
1 )本稿は上海社会科学院で開催された国際会議"Intemational Conference on Industrial Development and Small and
Medium-Sized Enterprises" (2007年11月2 , 3日)で報告された(Hirao, K., Miyamoto, M., Toward the Kawasaki
lnnovation Cluster")｡また価値総合研究所の青木成樹氏からは貴重なコメントをいただいた｡記して感謝申し上
げたい｡
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しかしこのことは,製造業の衰退あるいは流
出の影響を川崎市が最も強く被ることを意味し
ている｡事実, 1990年代を通じて日本経済は低
迷し,とりわけ90年代の後半以降,日本の製造
業の海外流出は一気に加速化するのであるが,
これに伴い川崎市産業の総生産額は全国レベル
を大きく下回って推移する(図表2)｡ただし,
非製造業の生産額は全国レベルとほぼ同じトレ
ンドで推移している(図表3)｡これに対して
製造業の落ち込みは全国トレンドをはるかに上
回り,この結果,川崎市産業の総生産は全国レ
ベルよりも大きく低落することになる｡ 2000年
代以降,川崎市産業の落ち込みには歯止めがか
かったものの,全国レベルとの差は依然開いた
ままである｡
すると,川崎市産業の衰退を食い止めるため
には二つの方向,すなわち非製造業が全国レベ
ルを上回って成長するか,製造業の落ち込みを
食い止め,再活性化を図るかのいずれか,ある
いは双方が必要とされる｡そして本稿は,後者
すなわち製造業の復活を,新たなイノベーショ
ンクラスターの形成として考察するものである｡
もちろん非製造業の成長の可能性を否定するわ
けではない｡現に, ｢川崎モデルⅢ｣として提
示するITクラスターは,それが成功すれば当
然,情報サービス分野の成長につながることが
期待されている｡
ただし,川崎のイノベーションクラスターは,
ITクラスターを含めて,既存の産業基盤の上
に築かれるものと思われる｡一般に産業クラス
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タ-の課題は,既存の工業都市の衰退に対して,
それに代わる都市産業をどのように形成するの
かという問題として提起されてきた｡このとき
欧米諸国の事例では,工業都市としての存在を
否定し,サービス都市としての再生を構想する
ものが多いと思われる｡既存の産業が衰退,あ
るいは文字通り消滅することによって,都市の
荒廃が進行し,これを食い止めるべく脱工業都
市としての再生を図るといった事例であり,こ
れに対して｢川崎モデル｣の最大の特徴は,工
業都市としての歴史的遺産(レガシー)を受け
継ぎ,それをイノベーションクラスターに転換
する点にあると言うことができる｡この点にお
いて｢川崎モデル｣は,世界各地の工業都市の
モデルになりうると述べることも可能である｡
2.川崎モデルⅠ　素材･環境産業ク
ラスター
2.1素材産業の復活
最初に川崎市製造業の衰退を指摘したのであ
るが,しかし臨海部の素材産業は,近年目覚し
く復活を遂げている｡われわれのプロジェクト
が始まった当初は,旧日本鋼管と川崎製鉄の合
併に象徴されるように,日本の重化学工業に未
来はないといった雰囲気に覆われていた｡これ
は川崎に未来はないということであり,この危
機感を背景として,川崎の産業再生に向けての
研究プロジェクトが始まった｡しかし現在,臨
海部の重化学工業,素材産業は活況を呈してい
る｡鉄鋼,石油化学の生産額は96年の水準を上
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回って回復し，これとはまったく対照的に，電
機産業の落ち込みは激しい (図表 4)0先に指
摘したように，欧米の工業都市の衰退は， I煙
突産業」の代表として鉄鋼や石油化学や造船業
の衰退，というより消滅を見る場合が多い(ド
イツ，ルール地方の鉄鋼業に関しては， Glass-
mann and Voelzkow 2004，アメリカ，ボルテ
イモアの鉄鋼・造船業に関しては平尾2006)0
これに対して川崎の臨海部は，まさしく「煙突
産業jの復活の様相を見せている O この結果，
川崎市内製造業に占める素材産業(鉄鋼， 化学，
石油，金属)の比率は， 97年を境にして，機械
産業(一 般機械，電機，自動車，精密)の比 率
を大きく上回ることとなっている(図表 5)0
これまで川崎の産業集積は，臨海部の素材産業
と内陸部の電機産業の二極から構成されるとみ
なされてきたのであるが，もはや臨海部の一極
だけのようでもある O
もちろん臨海部の素材産業は， I煙突産業」
として復活したわけではない。あるいは単純に
海外とりわけ中国からの需要の増大といった要
因に よってもたらされたわけでもない。たとえ
海外からの需要があったとしても，その製造工
場が川崎に存在することが保証されるわけでは
ない。そのためには川崎の製造工場は競争優位
の条件を確立する必要がある O それを臨海部の
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素材産業は，ローコスト・オペレーションと新
製品・新素材開発によって達成した(平尾
2007)0 
たとえば川崎を発祥の地とする味の素の川崎
工場は， 2004年度から製造工程の従業員を594
人から250人に減少させたと 言われている(日
経ビジネス2005年4月4日号)。もちろん事業
の落ち込みのためではない。生産量は増大し，
その下での人員削減であり，それは一人が受け
持つ工程を広げることに よって可能となった。
いわゆる多能工化であり，そのためには生産工
程を見直し，持ち場を広げるための従業員の能
力開発が必要となる O この意味で生産現場は知
識化され，これに よってローコスト・オベレー
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ション，すなわち高生産性のオペレーションが
可能となった。
さらに味の素の川崎工場では，生産部門の人
員は250人であるのに対して，研究開発部門の
人員は900人に達している O その敷地には，食
品加工からバイオ，医薬まで，五つの研究所と
五つの研究センターが設置され，この結果，生
産部門の人員 よりも開発部門の人員が上回ると
いうのが，味の素の川崎工場である O これによ
って川崎工場は，味の素の製造拠点であると同
時に，開発拠点となり，川崎工場で開発された
製造工程と製品が海外工場に移転されることに
なる O この意味で川崎工場は，味の素の文字通
り中核工場となる O
これは味の素の事例だけではない｡臨海部の
コンビナートは,外見としては巨大な製造工場
としての姿を見せるとしても,その内部では生
産部門の人員よりも開発部門の人員が上回ると
いう意味で,ホワイトカラーの職場,頭脳労働
者の職場となっている｡たとえば,同じく川崎
を発祥の地とする富士電機は,素材産業とは異
なるとしても,現場作業者が300人,技術者が
900人という構成であり,主力製品であるター
ビン発電機はまさしく精密機器と言ってよいも
のである｡また地熱発電装置は世界のトップシ
ェア(約40%)を占め,後述するように,それ
は環境産業の一翼を握ることになる｡
このように川崎臨海部の巨大工場は, ｢煙突
産業｣としての外見とは裏腹に,知識集約型,
高付加価値型産業への転換によって復活を遂げ
た｡それは各社の研究開発拠点であると同時に,
製造拠点でもあり,これによって各社の中核工
場,母工場となっている｡ここから川崎臨海部
の鉄鋼,化学,石油,金属の素材産業を,鉄鋼
の高品質素材に代表されるように,産業用の機
能素材や新素材の製造･開発クラスターとして
構想するのが｢川崎モデルI｣となる｡
もちろん,現に存在する集積が,より明示的
な新素材･機能素材のイノベーションクラス
ターとなるためには,臨海部各社の連携,さら
に大学･研究機関との連携が必要とされる｡た
だし,各社の中核技術はトップシークレットで
あることは間違いない｡と同時に,臨海部各社
の連携は,次に見る資源循環,エネルギー循環
として進むことも考えられる｡あるいは機能素
材や新素材の開発は,電機･精密機器産業との
連携を促進することも考えられる｡もしこのよ
うな方向に進むなら, ｢川崎モデルI｣と｢川
崎モデルⅡ｣の複合として, ｢川崎モデル｣の
展開を構想することも可能となる｡
その前に,ここで次のことを指摘しておこう｡
すなわち｢川崎モデル｣と表示するとしても,
それは川崎,あるいはその臨海部だけに閉じら
川崎イノベーションクラスター形成に向けて
れた存在ではありえない｡新素材･機能素材の
開発のためには,関連する産業や企業との密接
な連携を図る必要があり,実はこの点に川崎の
地理的優位性がある｡つまり,当該および関連
する企業の東京本社との近接性であり,国際空
港化が進展する羽田との近接性であり,これを
通じた海外とりわけアジアとの近接性である｡
近接性とはヒトの交流を可能とする近接性であ
り,もしヒトの交流が不要であり,情報の交流
だけでよいのであれば,特定の地域を単位とし
た集積自体が不要となる｡と同時に,この集積
は,ネットワークとして, ｢遠くにつなげる
(ワイアリング)｣ (西口2007)ことが必要とさ
れる｡つまり, ｢遠くにつながった近接性｣で
あり,東京本社を通じてあるいは羽田を通じて
国内各地および海外につながった近接性を可能
とするのが,川崎の立地上の優位性であるとい
ってよい｡この優位性の上に,これまでの素材
産業を新素材･機能素材の製造･開発クラス
ターとして構想することが, ｢川崎モデルI｣
となる｡
2.2.資源循環･環境･エネルギークラスター
｢川崎モデルI｣は素材産業の製造･開発ク
ラスターであるだけではない｡それはさらに,
環境技術の拠点でもある｡周知のように, ｢工
業都市川崎｣の別名は, ｢公害都市川崎｣であ
った｡ 1960年代の高度成長期には日本全体が
｢公害列島｣と呼ばれたのであるが,その代表
都市が,鉄鋼,化学,石油,電力など,公害型
企業の集積地,川崎であった｡その後,日本の
製造業は,この公害問題を見事に克服したので
あるが,この代表もまた川崎であった｡
公害問題克服の一つの要因は, 1972年と1976
年の川崎市の環境条例であり,それは中央政府
の対策に先駆け,かつ全国基準よりも厳しい数
値目標を設定した｡この結果, 70年代を通じて
川崎市から製造工場が流出することとなった｡
確かにこれによって急速な環境改善がもたらさ
5
図表6　急速な環境改善
15,000
10,000
5,000
0
◆ 
■ 鳴ﾘ?ﾗ6?③??ｴ蔔ｇB??
I 
I 
五入 
t}＼ 
＼＼_ 
＼γ ー ＼~1 
AA+.+.+.+.～ ▼rlー 
ずQbず♂♂ヾ辞す､ダ耳が♂
出所｢川崎市資料｣
れたのであるが(図表6),それと同時に川崎
市は新たな産業育成の課題に直面した(原田
2007)｡ 80年代の半ば以降,日本は円高に伴う
製造業の流出の問題に直面するのであるが,そ
れより早く川崎は,公害に伴う製造業の流出の
問題に直面したのであり,ここから川崎市およ
び神奈川県は, 80年代を通じて地方自治体が推
進する産業育成政策の先頭に立つこととなった｡
以下で｢川崎モデルⅣ｣として示すように,そ
れは80年代末には,川崎市と神奈川県の共同事
業として日本で最初のインキュベーターの設立
につながった｡
公害問題克服のもう一つの要因は,言うまで
もなく臨海部の素材産業であり,各社は大気汚
染物質の除去技術の開発に取り組み,さらに
1970年代初頭の石油ショック以降は,省エネル
ギー技術の開発に取り組んできた｡そして現在,
臨海部の電力,鉄鋼,化学,石油の各工場には,
省エネから,汚染物質除去,資源再利用,そし
て廃棄物処理までの環境技術が蓄積されている
(図表7)｡
これを受けて川崎市は, ｢エコタウン構想｣
を掲げ,臨海部の素材産業を資源循環型産業の
拠点として,産業活性化につなげることを課題
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図表7　環境技術
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としている｡すでに個々の企業レベルでは,使
用済プラスティックを鉄鉱石の還元剤として再
利用する施設　OTE)や,同じく使用済プラス
ティックからアンモニア製造用の合成ガスを製
造する施設(昭和電工)が稼動し,さらにJFE
の工場用地を転用した｢ゼロ･エミッション工
業団地｣には,製紙廃液やメッキ廃液を完全に
コントロールした工場など,中小企業15社が入
居している(図表8)｡
さらに最も有望かつ重要なプロジェクトとし
て,東京電力川崎発電所から排出される廃熱を
臨海部の各工場で再利用する計画がある｡その
排出量　(-/y)
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図表8　川崎エコタウン構想:資源循環
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廃プラスティックアンモニア原料化施設(昭和電工) 僭7h8X4(6(4顏謁ﾙ|｣cRﾃ6x924988(6ｨ4h蝎|｣Sづ6x92                
難再生古紙リサイクル施設 侘8鑄yﾙ|｣ﾃ6x926x488ﾈ6(6rX4(6(5h8X7ｸ7ｹh蝎|｢SBﾃ6x92                  
ペットtoペットリサイクル施設(ペットリバース) 僭7(6x7ｸ6x8ｸyﾙ|｣#rﾃ6x927(6x7ｸ6x8ｹw陌h蝎|｣#"ﾃ36x92                
ゼロ.エミッション工業団地 偸ｨｬ(ﾅ6(4ﾈ郢ﾒ    
15社(金属加工.製紙.メッキ) Ihﾌ8鑄8ｨ5H484ｸ郢ﾒ鵫ｷ､H5ｨ8986xﾋI{ｨ5H484ｸ郢ﾒﾔ鮎iwXｬ(諍w                 
出所｢川崎市資料｣
図表9　リエゾンセンター:エネルギー循環
NPO法人産業.環境創造リエゾンセンター 筈dRﾉ8ﾉE(5ｸ6ﾈ8ｲﾉ8ﾈ懐駮ｲﾈ願峪ﾂﾉj,ﾉbﾂ      
2004年設立,会員企業22社 傴ｩ6Hﾔにi?ｩgｹ駮ｲﾉ8ﾈﾉ8ﾈｹｸ5にW域ﾙ6Hｴﾉ9       
東京電力廃熱循環省エネルギー事業 hｴ8ｹｹ|｣｣3iﾈ6x92     
ジョイントベンチャー事業(12社) 傲x6ﾈ8ｸ4ﾘｸﾏ｣ｦﾆﾂﾃｶﾂﾋIoｸｫx蠅         
2009年度開始予定 ﾞﾘﾋ委｣｣#Rﾃ6x92        
臨海部未利用廃熱エネルギー:4,500Tcal//午 僖ﾘwcｩﾈﾞ育9>ﾓ#SF6ﾂ秤62ﾓ#F6ﾂ             
35,000トン/年のCO2削減効果 Vﾄﾔﾓ#ﾓ#F6ﾂ8ﾈｹ驀X､2ﾓ#3F6ﾂ            
出所｢川崎市資料｣
ためには各企業間の連携を図る必要があり,
｢NOP法人産業･環境創造リエゾンセンター｣
が設立された｡これによってエネルギー節約の
効果は原油換算で年11,000キロリットル, CO2
削減効果は年25,000トンと見込まれている｡さ
らにコジェネレーションの観点からは,臨海部
の各工場の未利用廃熱エネルギーは年4,500
Tcalと推計され,これを川崎市内や羽田,東
京臨海,横浜MM21地区に供給することによ
るCO2削減効果は,年35,000トンと見込まれて
いる(図表9)｡
このように臨海部のコンビナートは,資源循
環やエネルギー循環で結合されたという意味で,
｢資源コンビナート｣や｢エネルギーコンビ
ナート｣と呼ぶのが相応しいものとなる｡その
上で,臨海部の鉄鋼,化学,石油,金属の各工
場を,いわゆる3R (Reduce:廃棄物削減,省
資源, Reuse :資源再使用, Recycle :原材料回
収,熟エネルギー回収)の政策課題に対応した
環境産業クラスターとすることが,もう一つの
｢川崎モデルI｣となる｡
もちろん廃熱エネルギーの再利用には,熱処
理や運搬に関して技術的に解決しなければなら
ない困難な問題が残っている｡資源リサイクル
施設に関しても,たとえば廃棄プラスティック
の安定した供給を確保する必要があり,あるい
は再生された原材料を有効利用するためには,
各工場間の資源循環をより明確にする必要があ
る｡また廃棄物の運搬,処理に関しても,いわ
ゆる静脈産業の連鎖の担い手として,臨海部主
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要企業の外部に広がる中小の中間排出業者や最
終処理業者を把握する必要がある(松田2008)｡
さらにより根本的には,各社の環境技術を精査
し,現在の技術の状況と今後の開発の方向を,
研究開発ロードマップとして提示することが重
要となる｡そのためには,リエゾンセンターの
ような公的機関に加えて,エンジニアリングや
コンサルティングの企業が登場する必要がある
(ドイツのルール地方の鉄鋼,石炭,機械産業
の環境産業クラスターへの転換に関しては,Hil-
bert, Nordhause-Janz, Rehfeld 1998).
もちろんこれらが直ちに実現できるわけでは
ないとしても, ｢エコタウン構想｣や｢リエゾ
ンセンター｣の構想は,地球環境問題,とりわ
け地球温暖化問題に関連して重要な意味を持つ
ことは間違いない｡京都議定書以降の対策とし
てCOZの排出権枠をめぐる問題があり,もし排
出権枠の売買が定着するなら,日本企業にとっ
ては環境技術の輸出によって排出権枠を購入す
ることが非常に重要な戦略となる｡ ｢日本こそ
が環境技術の先進国である｣,といった表現が
なされるのであるが,環境技術は川崎の臨海部
に集積していることを改めて認識すべきである｡
以上,臨海部の素材産業は,新素材･機能素
材の開発拠点であると同時に,環境技術の開発
拠点となる可能性を見せている｡その実現のた
めには,臨海部の各企業間の連携,川崎市およ
び中央政府との連携,そしてこれらの連携を
コーディネートする機関が必要とされている｡
その一つとしてリエゾンセンターの活動は本格
化し,さらに川崎市は中国上海市との間で環境
技術移転のための協定を結んでいる｡このよう
に自治体レベルの環境政策をベースとして,臨
海部の素材産業を,一方では新素材や機能素材
の製造･開発クラスターとして,他方では環
境･資源･エネルギークラスターとして構想す
ることが, ｢川崎モデルI｣となる｡
♂
3.川崎モデルⅡ :電機･精密産業ク
ラスター
3.1.電機産業の急激な縮小
次に, ｢川崎モデルⅢ｣として示すのは,内
陸部の電機･精密産業クラスターである｡先に
見たように(図表4), 1990年代後半からの川
崎の製造業の急激な落ち込みは,ひとえに川崎
の電機産業の落ち込みにあると言っても過言で
はない｡ 2005年の電機産業の生産額は, 1996年
を基準とすれば名目で11.6ポイントの水準に低
下し,川崎から電機産業は消滅したかのようで
ある｡
しかし,電機産業自体が川崎から消滅したと
いうわけではない｡東芝の発祥の地である川崎
駅北側の堀川工場は売却され,現在は商業施設
のラゾ-ナとなっているが,もう一つの柳町事
業所はキヤノンに売却され7,000人を擁する研
究開発拠点となることが予定されている｡と同
時に,小向工場内の研究開発センターは,東芝
の中央研究所として位置づけられ,同じくマイ
クロエレクトロセンターは,東芝全体の半導体
の中核研究拠点として位置づけられている｡そ
して前者には約1,200人の,後者には約3,000人
の開発エンジニアが従事している(図表10)｡
あるいは,武蔵中原の富士通本社工場は,富士
通の各事業本部を統合する研究開発拠点として,
関連会社を含めて約10,000人の開発エンジニア
を擁している(図表11)｡その規模は,富士通
のその他の研究拠点と比較しても突出した存在
となっている｡同じくNECに関しても,武蔵
小杉の玉川事業所には, NECエレクトロニク
スを含めて総数で約15,000人の開発エンジニア
が従事している(図表12)｡もちろんすべてが
研究開発に従事するのではないとしても,既存
の横浜中央研究所が玉川事業所内に統合される
というように,富士通と同様,その規模は,NEC
のその他の研究拠点と比較しても突出した存在
となっている｡
川崎イノベーションクラスター形成に向けて
図表10　川崎市内東芝事業所
事業所 偖ﾘｼh什B立地年月    
研究開発センター ﾃ#1961      
マイクロエレクトロニクスセンター ﾃピr1958    
小向工場 ﾃSs1937    
浜川崎工場 涛b1962    
(柳町事業所) 1936 iD飄鈔      
(堀河町事業所) 1908 涛僖飄鈔    
(従業員数は正規従業員)東芝提供資料
図表11富士通研究開発拠点
拠点 丶ｩJﾙ>vR社員数   
川崎工場(本店) ｩﾘ5h5X8ﾈ饑5h5X8ﾈｭi5ﾈ7H6x､ｩJﾒ10,123           
あきる野テクノロジーセンター ﾘ5x6(4菁8uHｮ(ｵｨ､ｩJﾒ郁鞐ﾉ|ｨ蜥1,960     
熊谷工場 儻域ﾙ,ｨ7H8ﾘ986X4(4ｹVｨ7250       
沼津工場 (98788Xｸ5隶馮ｸ5ﾈ7H6x4X4x4ﾈ7ｸ4X4x4､ｩJﾒ1,213        
｢富士通データブック2007｣より作成
図表12　NEC研究開発拠点
拠点 丶ｩJﾙ>vR従業員数   
玉川事業所(川崎) ﾈ888ｨ4ﾈ8(688ｵ"dB約15,700人     
筑波研究所(筑波) 舒(ｬ(ｺｵ"dB約350人   
YRP(横須賀) ｩﾘ7h8(6x7H4ｸ8畏y]鋳約350人       
関西デバイス研究所(大津) h5X84ﾈｸ6h685約150人       
関西研究所(生駒) 8Xｸ7ﾘ9848985ｸ7H4h485約150人      
別会社,関連会社を含む　NEC資料
最初に指摘したように,欧米の工業都市の衰
退の例では,既存の産業が文字通り消滅するこ
との結果,脱工業都市やサービス都市としての
再生を図る,ということが紹介される｡しかし
川崎においては,先の臨海部の素材産業と同様,
電機産業もまた,産業として消滅するわけでは
なく,生産拠点から研究開発拠点への転換が図
られ,これによってむしろ各社の中核拠点とし
ての位置を高めることになる｡ただし,これら
の研究活動は生産額としてカウントされること
はない以上,生産額として見る限り,電機産業
は川崎から消滅したかのような印象を強めるこ
とになる｡
と同時にこのことは,川崎市にとって重大な
意味を持つことになる｡つまり電機各社の研究
開発の活動は,川崎市内においてその成果が金
額としてカウントされることはない｡それがカ
ウントされるのは最終生産物の製造拠点であり,
それは川崎から流出することになる｡つまり製
造業の流出が研究開発拠点化によって補われた
としても,川崎市にとっては受益者負担という
意味での課税ベースは失われたままとなる｡た
とえばNECに関して,玉川事業所は1965年に
製造拠点として約14,000人の従業員を擁してい
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図表13　知識労働者(2004年)
学術/研究機関 従業員数 8ｼh什NIzb   
東京区部 ﾃR0.3     
横浜 湯ﾃc0.8    
大阪 ﾃC0.2    
川崎 "ﾃ#cr2.7   
出所｢大都市比較統計年表｣
た｡大半は製造現場の女子従業員であり,これ
に対して上記のように,玉川事業所は現在ほぼ
同数の開発エンジニアを擁している｡ 1965年当
時の玉川事業所の製造出荷額は不明であるとし
ても,現在の玉川事業所の研究開発拠点の活動
は,おそらくこれを上回る価値を生み出してい
ると思われる｡しかし,それは金額としては明
示されないままとなり,受益者としての負担も
また明示されないままとなっている｡これは税
制の問題であり,ここに何らかの変更を求める
ことは現実には困難であるとしても,この点に
川崎市のジレンマがあることは間違いない｡
いずれにせよ,川崎内陸部の電機産業は,か
っての大規模製造工場から大規模研究上に変貌
した｡上記の東芝,富士通, NEC等,各社の
研究所で働く開発エンジニアは膨大な数となり,
これに臨海部の素材産業での開発エンジニア,
そして川崎市内の大学および公的研究機関の研
究者を加えると,川崎市内で働く学術･研究機
関の従業員数は横浜を上回り,人口比を考慮す
ると,東京都区部と比べても遜色のない人数を
示している(図表13)｡ここでは研究開発に限
定した従業員数であるため,上記の各社の従業
員数とは異なるのであるが,このことを前提と
した上で,全雇用労働者に占める比率を見ると,
川崎市は東京をはるかに上回って全国一の水準
にある｡
さらに,川崎内陸部だけに限定するのではな
く,多摩川を挟んで東京西部の青梅から川崎臨
海部までの両岸に広がる地域には,電機,通信,
半導体,精密の製造拠点,開発拠点が集積する
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(角2007,図表14)｡事実,東芝を取り上げても,
青梅にはモバイルコンピューターの製造･開発
拠点,多摩川流域の中央部の府中には電力や車
両等の産業用電気機器の製造･開発拠点,そし
て川崎内陸部には先の半導体研究開発拠点,さ
らに臨海部には重電機の製造･開発拠点が存在
する｡あるいは半導体研究拠点としては,先の
マイクロエレクトロニクスセンター以外に,大
船(2000人),横浜新杉田(1000人)に試作･
設計拠点が置かれている｡また精密機器産業の
キヤノンに関しては,中核となる製造･開発拠
点は多摩川の対岸の東京大田区にあるとしても,
川崎市内には,先の新研究開発拠点に加えて,
矢向,玉川,小杉の各事業所が配置されている｡
さらに川崎市が開発した多摩地区のマイコンシ
ティには電機･通信の43社が入居している｡
このように,多摩川流域は現在もなお,総数
で2,000社以上,うち大企業事業所は100社以上
の電機･通信･精密の事業所が存在し,日本で
最大の電機･精密産業の集積地となっている
(角2007)｡先に指摘したように,これらの事業
所は,臨海部の素材産業をはるかに上回る規模
での知識集約化,研究開発拠点化を進め,さら
に川崎市内ではないとしても,東工大,慶応大,
横浜国大,電通大,等々の有力理工系大学,そ
して理研やNEDOなどの公的研究機関が存在
する｡ここから浮かび上がるのは, ITを核と
した電機･精密クラスターである｡これが｢川
崎モデルⅡ｣となる｡
川崎イノベーションクラスター形成に向けて
図表14　多摩川流域電機･精密クラスター
出所　角(2007)
3.2.オープンイノベーションの課題
川崎市がその中央に位置する多摩川流域を
rrを核としたイノベーションクラスターとし
て構想するとしても,それはシリコンバレー型
のn､クラスターとは異なっている｡その中心
となるのは新興企業ではなく,東芝やNECや
富士通など,日本を代表する企業の研究開発拠
点である｡サクセニアン(1995)の指摘にある
ように,シリコンバレーを特徴付けるのが既存
産業の伝統の欠如であれば,これとはまったく
対照的に,多摩川流域は,まさしく既存産業の
伝統に基づいている｡各社の本社工場としての
レガシーが,本社研究所として受け継がれてい
ることを見るのである｡
あるいはシリコンバレーに限らず,クラス
ターという場合,ポーターの定義自体が示すよ
うに,ある特定の産業分野が想定される場合が
多い(ポーター1998)｡とりわけハイテク型の
クラスターに関しては,シリコンバレーやオー
ステインのIT,ノースカロライナのバイオと
いうように,特定の先端分野に限定される場合
が多い｡これに対して多摩川流域のITクラス
ターは,重電機から,精密,通信,半導体,そ
してソルーション開発に至るまでの,電機･精
密の複合的クラスターとして構想することが可
能である｡
さらにシリコンバレー型では,生産は外部に
委託するという,いわゆるファブレス型のハイ
テク企業が想定されるのに対して,多摩川流域
のクラスターは,開発･試作･生産の複合体と
して構想することが可能である｡ファブレス型
のクラスターの場合,当該地域に研究開発の仕
事は生み出すとしても,それ以外には,レスト
ランやスポーツジムなど対人サービスの仕事だ
けとなるかもしれない｡これに対して多摩川流
域の電機･精密クラスターは,臨海部の素材産
業と同様,開発拠点と生産拠点の複合として構
想することが可能である｡
もちろん大量生産の拠点は,地方から海外ま
で,川崎以外に向けられる｡とりわけ電機に関
してはグローバル展開は不可避となる｡と同時
に,グローバル展開のための拠点としての川崎
の重要性が指摘できる｡先に臨海部の素材産業
に関して指摘したのと同様,グローバル展開は
各社の経営戦略と直結し,そしてこの点で東京
本社との近接性,あるいは国際空港化がさらに
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図表15　オープンイノベーション
出所　チェスプロウ(2004)
進む羽田との近接性に,川崎の地理的優位性が
ある｡あるいは研究開発の促進と人材確保の観
点からは,東京およびその周辺の大学･研究機
関との近接性に,川崎の地理的優位性がある｡
もちろんこれらの優位性は当該の産業が存続す
るのでなければ無価値となる｡それを既存の電
機産業は,製造拠点から開発拠点への転換を図
ることにより,自らの優位性とした｡この意味
で川崎のイノベーションクラスターは,工業都
市としてのレガシーによって支えられている｡
先に指摘したように,本社工場としてのレガ
シーを本社研究所として受け継ぐことに,川崎
のイノベーションクラスターの形成がある｡
ただし,多摩川流域の電機･精密産業におい
て,各社の研究開発拠点化が進むとしても,そ
れが言葉の真の意味で,イノベーションクラス
ターの形成につながるのかどうかは今のところ
不明としか言いようがない｡イノベーションの
促進のためには,クローズイノベーションから
オープンイノベーションへの転換が必要,とい
うことが指摘される(チェスプロウ2004､図表
15)｡すなわち個々の企業が自らの内部で行う
研究開発だけではなく,他企業やベンチャー企
業との連携,大学や公的研究機関との連携,そ
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してこれらの連携を通じた情報の伝達や人の交
流と移動が必要とされ,そしてこのような連携
の場としてクラスターの形成がある｡これによ
って個々の企業戦略としても,中核事業から逸
れた内部のプロジェクトを外部に放出し,ある
いは外部のプロジェクトを内部に取り込むこと
が促進され,オープンにイノベーションが促進
されるということになる｡
しかし日本において企業の壁は厚いと言わざ
るをえない｡この点では東京本社に近接し,各
社の中核研究拠点であることが,オープンイノ
ベーションの方向にとってはマイナスに作用す
ると言うこともできる｡あるいはフェース･
ツー･フェースの関係を通じて企業内部の研究
者のアイデアが発掘され,評価され,新規の事
業化が試みられるといったストーリーに対して
も,各企業の研究所で働く開発エンジニアは企
業内部に閉じ込められている｡さらに,後述の
｢川崎モデルⅣ｣で指摘するように,日本の大
企業は新規創業のベンチャーとの取引に消極的
であることも否定できない｡
このように現状では,オープンイノベーショ
ンの方向には大きな壁が立ちはだかっている｡
オープンイノベーションの典型がシリコンバ
レ-であれば,シリコンバレー型とは異なる点
に｢川崎モデル｣の根拠を求める以上,オープ
ンイノベーションから隔たることはある意味で
当然と言うべきかもしれない｡しかし,企業の
境界を超えたイノベーションの促進が不可欠で
あることもまた間違いない｡現に,大企業相互
の間で事業の分離や売却,買収,統合,共同事
業化は急速に進んでいる｡この過程においてス
ピンオフベンチャーが生まれるなら,それこそ
がクラスターの形成につながる｡現在のところ,
多摩川流域のn､クラスターの中心となるのは,
大企業の社内研究所である｡しかしシリコンバ
レーにおいても,ヒューレットパッカードのよ
うな大企業からスピンオフベンチャーが生まれ
る結果,現在のクラスターが形成された｡もう
一つは大学からのスピンオフベンチャーである
が,いずれにせよクラスターの形成のためには
既存の大企業や大学からのスピンオフベンチ
ャーの族生が必要となる｡
反対に言えばこの点に,川崎だけではなく,
日本のクラスターの致命的弱点がある｡あらゆ
る所で指摘されているように,大企業や大学か
らのスピンオブベンチャーの乏しきに,日本の
クラスター形成の困難がある｡ただし,川崎に
おけるハイテク･スタートアップの中には,大
企業研究からのスピンオフが少なからず存在す
る｡このルートをいかに広げるかが課題となる
のであるが,そのためには,サクセニアンが指
摘するような,開発エンジニア相互の人的ネッ
トワークが必要とされる｡そのようなものとし
て,たとえば急速に変化する技術の動向や将来
の方向に関して,各企業の開発エンジニアが自
由に参加できるようなセミナーやその後の意見
交換の場が有用かもしれない｡
しかし,企業の境界を超えた連携や交流の必
要性は認識されているとしても,それを媒介す
る仕組みが不在,というのが日本の現状と言っ
てよい｡そのような場として,たとえば南武線
に沿った武蔵小杉,溝口,登戸が直ちに思い浮
川崎イノベーションクラスター形成に向けて
かぶとしても,駅前の開発とは裏腹に,開発エ
ンジニアの交流の場や拠点にはなりえていない｡
この意味で多摩川流域のネットワーキングを媒
介し,支援する機関が必要とされている｡もう
一つの方向としては,大企業が保有する特許を
中小企業に移転するということがある｡そのた
めに川崎市は｢知的財産交流会｣を組織し,現
在10件の案件が検討され,うち1件が富士通と
マイコンシティ内の企業との間で成立した｡
臨海部に関しては,各社の連携をコーディネ
イトする機関として｢リエゾンセンター｣の活
動が本格化しつつある｡それは資源循環やエネ
ルギー循環という共同の目的のためであるのに
対して,内陸部ではより広範囲なコーディネー
ションの機関が必要とされている｡先に指摘し
たように,クラスターは情報の交流や交換だけ
ではなく,人の交流から成り立っている｡ここ
から大企業から中小企業への技術の伝達や特許
の移転をいかに促進するのか,そしてスピンオ
フベンチャーやスタートアップベンチャーの創
出のルートをいかに広げるかが,次に述べる
｢川崎モデルⅢ｣,そして｢川崎モデルⅣ｣となる｡
4.川崎モデルⅢ :開発型中小企業
4.1.川崎中小企業の概要
これまでに検討した,臨海部の素材産業,内
陸部の電機･精密産業を構成するのは日本を代
表する大企業であり,そしてその周囲には多数
の中小企業が存在する｡これらの大小の製造工
場が川崎の産業集積を形成してきた｡しかし,
大企業生産工場の移転や閉鎖に伴い,中小企業
もまた閉鎖を余儀なくされている｡事実, 1994
年から2004年までの10年間に,従業員1,000人
以上の生産工場は14事業所から5事業所に減少
し, 300人以下の製造業中小企業は30%, 800事
業所が消滅した｡
ただし見方を変えれば,川崎の中小企業はし
ぶとく生き残っていると言うこともできる｡バ
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図表16 グレータ一川崎取引先地域別分布
0% 20% 40% 60% 80% 100% 
製造業 27.5 23.3 24.9 3.2 
官tt(
情幸~.サービス 24.0 29.6 23.6 1. 2 
製造業 27.7 24.6 15.2 0.2 
坂王田立
情報・サービス 20.3 24.5 17. 5 I 10.1 I 1. 3 
|口川崎市内口横浜東京口首都圏口全国口海外|
ブル崩壊からの10年あるいは15年にわたる経済
的逆境の中で生き延びた中小企業は，ある意味
で強い中小企業，と言ってもよい。するとこれ
らの中小企業が成長すれば，大企業生産工場の
衰退を補うことも可能となる O このような観点
から，成長する中小企業を，開発型中小企業と
して示すのが 1)1崎モデル皿」となる O もう 一
つは，スタートアップ・ベンチャーとしての中
小企業の成長であり，これが「川崎モデルNJ
となる O 前者に関しては， 2005年に川崎中小企
業調査(宮本 2006，2007)，後者に関しては，2006
年に川崎ベンチャー調査を行った(宮本 2007)0
一つの調査からの知見は川崎に限定されること
なく，日本の中小企業とスタートアップ・ベン
チャーの理解にとって重要な観点を提示すると
思われる O そこでまず，川崎中小企業調査を簡
単に紹介して，開発型中小企業の「川崎モデル
皿」を提示することにしよう O
調査は，川崎市内の事業所2852社へのアン
ケート調査としてなされ， 570社からの回答が
あった。うち中小企業は508社(製造業 381社，
情報サービス127社)であり，業種構成は 川1奇
の中小企業全体の構成にほぼ対応している O 目
的は川崎中小企業の現状を見るとともに，成長
の可能性を探ることにある O 中小企業の別名は
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下請企業であり，大企業との取引において弱い
立場に立たされ，そのため低収益を余儀なくさ
れ，成長の可能性が奪われる，ということが指
摘されてきた。ゆえに中小企業が成長するため
には，下請企業からの脱却が必要であることが
繰り返し述べられてきた。果たして川崎の中小
企業にはこのような条件が備わるのか。
まず，川崎の産業集積が今もなお存在するの
かを調べた。近年，産業集積や産業クラスター
に関心が向けられる一つの理由としては，先進
工業国においては大企業生産工場の衰退や消失
は不可避である以上，これに代わって，あるい
は補って，地域経済の活性化の担い手となるの
はベンチャーを含めた中小企業であり，そ して
中小企業にとっては，その受注先，購入先と し
て，地域を単位とした経済圏が重要になる，と
いうことがある(ストーリー 2004)0しかし，
電機の大工場に見られる ように，集積自体が消
滅したということも考えられる O すると川崎の
中小企業にとっては 自らの活性化のための基
盤自体が奪われることになる O
そこで回答企業の取引総額のうち，相手側企
業の地域別の分布を求めた。図表16に示される
ように， 製造業の中小企業に とって， 川崎市内
の受注先は取引総額のうち15%を占めるだけで
図表17 取引交渉力
50.0 
40.0 
30.0 
20.0 
10.0 。
下請 子会社 弱い 対等 強い
|ロ製造業・情報サービス|
40.0 
30.0 
20.0 
10.0 
o. 。
川崎イノベーションクラスター形成に向けて
図表18 自社製品比率
0% 0~10% 1O~50% 50%~ 
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図表19 自社製品と交渉力
自社製品比率 下請 子会社
0% 72. 7 4.5 
o ~10% 46.4 2.9 
1O~50% 40.2 4. 1 
50%~ 19. 7 4.6 
あり，外注先つまり購入先も30%弱を占めるに
すぎない。情報サービスの中小企業においても
25%から30%程度を占めるに過ぎない。これを
見る限り川崎の産業集積は解体したと言うこと
もできる O ただし，東京城南地区および横浜北
部6区を取り出し これに川崎市内を加えた地
域を「グレータ一川崎」とすると，受注も外注
も，半分以上は「グレーター川崎」で生まれて
いる O つまり川崎中小企業にとって，産業集積
は「グレーター川崎」において成立している O
先に見た電機・精密産業クラスターとしての
fJI崎モデルIJも，その領域は多摩川流域で
あった。これと同様，中小企業クラスターとし
ての「川崎モデル皿」も，その対象は多摩川流
域あるいは「グレータ一川崎Jとなる O
次に，川崎の中小企業は下請けとして弱い立
場にあるだけかを調べた。そのために，最大の
取引相手に対してどのような取引関係であるの
かを見た(図表 17)0下請か，関連会社か，下
請でも関連会社でもないとした上で，交渉力は
強いか，対等か，弱いかを区別した。回答中小
企業のうち約 4 割は下請企業であるとして
も 2割の企業は交渉力は「強い」と回答し，
弱い 対等 強い
7.6 9.8 5.3 
23.2 15.9 11. 6 
14.4 18.6 22. 7 
16.4 21. 1 38.2 
「強い」と「対等Jを合わせると約 4 割の企業
は脱下請企業とみなせる O つまり川崎の中小企
業は下請企業と脱下請企業に二分化されている O
中小企業が下請け関係から脱するためには自
社製品を開発し，交渉力を高める必要がある O
そこで，総売上げに占める自社製品の比率を求
めると，製造業では 3 割，情報サービスでは 2
割の企業において自社製品はゼロ 1割以下の
企業までを含めると約4割となる(図表 18)0
これに対して自社製品比率が50%以上の企業も
約3割に達する O ただしここでの自社製品は，
OEMとしての供給も含まれると思われる O い
ずれにせよ，自社製品比率に関しても，川崎中
小企業は二分化されている O また自社製品比率
ごとに交渉力の分布を見ると，交渉力が自社製
品に依存することもまた明確に示される(図表
19)0さらに， 2003年から2005年までのデータ
から，売上と収益の動向を見ると，売上に関し
ては，川崎中小企業は売上増大のグループと減
少のグループに二分化され，収益に関しては，
増大， 一定，減少のグループに三分化されてい
る(図表 20)0
このように，川崎中小企業は自社製品や交渉
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図表20 売上と収益の推移
売上の推移 (2003~2005) 税引後利益の推移 (2003~2005)
80.0 40.0 
60.0 
58.6 
30.0 
40.0 20.0 
20.0 10.0 
0.0 。
増大 一 r疋ム~ 減少 改善 一 ，疋4 噌 悪化
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図表21 技術力・競争力の状態
短納期対応力
多品種対応力
優良顧客 ・販路保有
高精度加工力
独自技術保有
企画提案力
低価格対応力
優良サプライヤ一保有
新製品開発 ・設計力
自社設備設計能力
CAD/CAM'高性能設備保有
販売 ・市場開拓力
力や売上や収益の面で 下請企業と脱下請企業
に二分されている O これは川崎だけではなく，
一般に中小企業の現状であるとして，では下請
企業から脱出するためにはどのような条件が必
要とされるのか。
4.2. 開発型中小企業
自社製品を開発するためには技術力を備える
必要がある O そこで， 川崎中小企業の技術力や
競争力の状態を把握するために， 12の指標(図
表21の左端)を取り出し，それぞれに「強い」
から「弱いJまでの五段階の回答を求めた。図
表20には「強いJと「やや強い」の回答の比率
が示されている。さらに 12の指標を因子分析
によって分解すると，四つのグループにまとめ
ることができる(図表 22)0第一因子は，新製
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製造業 情報 ・サービス
75.8 56.6 
69.6 38.3 
61. 4 56.8 
55.5 41. 7 
50.3 56.9 
41. 4 63. 7 
40. 7 43.1 
39.8 40.0 
31. 6 45.8 
27.3 34.5 
25.2 15.4 
14.2 15.5 
品開発力や独自技術の保有などの「開発力j，
第二因子は，優良顧客や優良サプライヤーの保
有などの「販売 ・購買力j，第三因子は，高精
度加工力や多品種対応力などの「製造 ・加工
力j，第四因子は，短期対応能力や低価格対応
力などの「下請力」と して表示しである O それ
ぞれの平均ス コアを求めると (3.0以上が「強
いj，3.0以下が「弱いj)，川崎の製造業中小企
業は 「製造 ・加工力」と「下請力」において相
対的に高い水準にあることが確認できる(図表
23) 0
では，技術力と自社製品の開発の間はどのよ
うな関係にあるのか。そこで， 0%から50%超
までの自社製品比率を被説明変数とし， I開発
力j，I販売 ・購買力j，I製造 ・加工力j，I下請
力」のス コアを説明変数とした順位ロジット分
川崎イノベーションクラスター形成に向けて
開発力
新製品開発・設計力
(0.803) 
企画・提案力 (0.627)
独自技術保有 (0.604)
自社設備設計能力
(0.546) 
3.8 0 
3.60 
3.4 0 
3.2 0 
3.00 
2.8 0 
2.60 
図表22 競争力のカテゴリー
販売・購買力 製造・加工力
優良顧客・販路の保有 高精度加工力 (0.569)
(0. 696) 
販売・市場開拓力(0.596) CAD'CAM保有(0.552) 
優良サプライヤーの保有 多品種対応力 (0.355)
(0. 590) 
図表23 競争力のスコア
開発力 販売・購買力製造・加工力 下請力
|口 製造業 回情報サービス|
図表24 自社製品比率の要因
自社製品比率 (0%= 1 ~50%超= 7) 順位ロジット分析
下請力
短納期対応力 (0.884)
低価格対応力 (0.369)
製造業 情報・サービス
C 1 (開発力) 1. 370*** 1. 558 *** 
C 2 (販売 ・購買力) 0.360 * 0.755 * 
C 3 (製造 ・加工力) -0.606 *** 0.312 
C 4 (下請力) -0.376* -0.336 
従業員規模 0.055 -0.341* 
サンプル数 327 88 
擬似 R2 0.103 0.134 
*・ p<O.OO1. **: p<O.01. *: p<O.05. #: p<O.l 
析を行うと，図表24の結果が得られる O コント
ロール変数は対数変換した従業員数とした。非
常に明確な結果として，自社製品比率を高める
ことは， I開発力」に依存することが示される O
これは予想通りであるが，もう 一つ興味深い結
果として，製造業の中小企業に関しては， I製
造・加工力」と「下請力Jを高めることは，自
社製品の開発にマイナスに作用する o I製造・
加工力」と「下請力」は，中小企業が下請企業
として存続するためには不可欠の条件というも
のであり，先に見たように，この二つに関して
川崎の中小企業は相対的に高い水準にある O し
かしこのことは自社製品を開発し，下請け企業
から抜け出ることにはつながらない。要するに
下請け企業として存続することと，それから脱
して成長することの聞にはトレードオフの関係
があることが，非常に明確に確認できる O
そこで，開発力と自社製品を備えた中小企業
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図表25 開発型中小企業の分布
0.0 
「
一般機械
電機機械
輸送用機械
精密機械
製造業
情報・サービス
20.0 
12. 
40.0 60.0 80.0 
65.2 
図表26 収益改善の要因
ロジット分析(最終収益改善 1 ，その他 = 0) 
製造業(1) 製造業(2) 情報・サービス(1) 情幸~ .サー ビス (2)
自社製品比率 0.100 * 0.006 -0.038 -0.024 
交渉力(強い = 1) -0.023 -0.101 -0.248 -0.322 
売上変化率 2.206* 2.099 * 3.358# 3.470# 
従業員規模 0.326 ** 0.339 ** 0.379ネ 0.366* 
部門トレンド(付加価値) 1. 097 1. 185 1. 099 1. 180 
開発型 0.774* -0.044 
cons 1. 873*** 1. 793 *** 2.005 ** 1. 966 ** 
Pseudo R 2 0.057 0.069 0.081 0.081 
サンプル数 354 
***: p<O. 001， **: p<O. 01. *: p<O. 05. #: p<O.l 
を「開発型中小企業Jと呼ぶことにしよう O そ
れを自社製品比率10%以上で，開発力のス コア
が3.5以上の企業として定義すると，回答企業
のうち製造業では 3割，情報サービスでは 4割
の企業が開発型となる(図表 25)0たとえば経
産省が全面的にパックアップしているTAMA
クラスタ ーでは，164社のうち65%が開発型中
小企業とされるのであるが ただし164社自体
が選ばれた中小企業であり，また開発力自体が
明確に定義されているわけではない。これに対
してここでは開発力のスコアを求めた上で，川
崎の中小企業全体を対象として開発型の比率が
求められている O
問題は，中小企業が成長するための条件は何
かという点にある O そのためには自社製品を開
発し，交渉力を高め，下請企業の地位から脱す
る必要があり，そのためには開発力を備える必
18 
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要があることが確認できた。しかしそれだけで
はなく，中小企業が成長するためには収益を上
げる必要がある O 中小企業は低収益の代名詞と
されてきた。 しかし低収益からは技術力を高め
るための投資は生まれない。では開発力を高め，
自社製品を高め，価格交渉力を高めることの結
果，収益を高め，さらにこのことが開発力を高
めるという好循環は成立するのか。
最後にこのことを簡単な回帰分析で検証しよ
うO そのために回答中小企業の税引き後利益の
データを利用するのであるが，ただし中小企業
においては，税負担を逃れるために会計上の操
作がなされるということがある O 事実，単年度
ごとの数値では約半数において税ヲ|き後利益は
ゼロとなる O このよ うな制約を前提とした上で，
ここでは税引き後利益がゼロのケースも含めて，
過去 3 年間において収益の改善があったかどう
川崎イノベーションクラスター形成に向けて
図表27　売上変化率の要因
売上変化率(回帰分析)
製造業(1)製造業(2) 饑Hｸ7(5ｃ饑Hｸ7(5ｃ"          
自社製品比率 -0.019-0.019        
交渉力(強い-1) 蔦"ﾓ"0.0040.000        
従業員規模 B｣B｢-0.006-0.008        
部門トレンド(産出額) S3Cr0.590**0.639**      
開発型 0.030      
coms 蔦-0.012-0.005          
調整済みR2 0.100.12        
サンプル数 SC33b103100   
***:p<0･001, **:p<0･01, *:p<0･05, #:p<0.1
かを被説明変数とした｡そこで,収益の改善を
1としたロッジト分析の結果を示すと,図表26
のようになる｡回帰式(1)は,自社製品比率,
交渉力(｢高い｣を1としたダミー変数),過去
3年間の平均売上変化率,対数変換した従業員
敬,そして部門別の付加価値変化率を説明変数
とし,回帰式(2)は,これに加えて開発型かど
うかをダミー変数とした｡まず回帰式(1)では,
製造業の中小企業に関しては,自社製品比率が
高まることに応じて収益改善の可能性が高まる
ことが確認できる｡ただし交渉力に関しては有
意な結果は得られない｡情報･サービスの中小
企業に関しては,自社製品比率も交渉力も有意
には作用しない｡これ以外の要因としては,過
去3年間の売上変化率と従業員規模が有意にか
つ大きく作用する｡これに対して回帰式(2)で
は,製造業に関しては,開発型であることが収
益の改善の可能性を高めることが非常に明確に
示される｡ただし情報･サービスの中小企業に
関しては,開発型であることの効果も観察され
ない｡情報･サービスの分野では,自社製品を
高めるとしても,多くはソフト開発の委託であ
り,製造業における独自製品のように,それを
もって収益につなげる,というわけにはいかな
いことが考えられる｡
収益の改善に有意に作用する要因が開発型で
あることと,売上変化率であるとすると,では
売上変化率に作用する要因は何であるのか｡そ
こで, 2003年から2005年までの平均売上変化率
を被説明変数とした回帰式を見ると,製造業の
中小企業では規模だけに依存し,自社製品比率
も交渉力も有意に作用することはない(図表
27)｡また開発型であることも売上変化率には
有意に作用しない｡上記の結果とあわせると,
製造業の開発型中小企業は収益力を備えるとし
ても,それは規模の拡大によってではないとい
うことになる｡これに対してもう一つ,興味深
い結果が得られる｡ここでは部門別の産出額の
平均変化率を説明変数としたのであるが,情
報･サービスの中小企業に関しては,売上変化
率に対して当該部門のトレンドが非常に強く作
用する｡最初にJl川を市の非製造業の生産額は全
国トレンドとほぼ同じペースで推移しているこ
とを見たのであるが,このことが改めて確認で
きる｡
これは重要なことを意味している｡つまり
｢川崎モデルⅢ｣で指摘したように,かつての
電機産業の製造工場はIT関連の研究開発拠点
となっているのであるが,しかしこのことは,
川崎市内の情報サービスの中小企業の産出額を
高めるようには作用しないようである｡かつて
の電機の製造工場は,川崎の産業集積やクラス
ターの中心として,周囲の中小企業に多くの仕
事をもたらしたのであるが, rr関連の巨大な
研究所はそうではないようである｡たとえば川
崎市内の半導体の研究開発拠点は,その成果を
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地方や海外の半導体生産工場で実現するとして
も,研究開発拠点の活動自体はその内部で閉じ
られている｡先に指摘したように,川崎市にと
ってこの結果は重大である｡つまり,研究開発
に従事する従業員数の大きさを誇ったとしても
(図表13),その活動が川崎市内の中小企業およ
び川崎市の財政に貢献することはなく,最終生
産物の製造拠点に流出するだけというのが,
｢川崎モデルⅢ｣の現状かもしれない｡このよ
うに,電機･精密クラスターは現在のところ,
各社のクローズイノベーションに閉じられてい
る｡果たしてこの現状をどのように突破するの
かが, ｢川崎モデル｣全体の最大の課題となる｡
以上,川崎中小企業調査からの発見として,
開発力が自社製品を高め,それが交渉力を高め
るとしても,このことが収益力につながるかと
いえば,その効果は非常に弱いということが指
摘できた｡これに対して開発型中小企業である
ことは,非常に明確に収益力を高めるように作
用する｡つまり,収益力のためには技術力だけ
ではなく,開発型という性質が必要となる｡も
ちろん開発型であることは技術力に基づくとし
ても,開発型であるためにはもう一つ,経営力
が必要であると思われる｡いくつかの中小企業
のヒアリングからわかることは,新製品が現実
に収益につながるものであるためには市場の動
向を見抜く力が必要とされるということであり,
あるいは中小企業経営者は現場の技術的関心は
旺盛であるとしても,生産管理や財務管理,そ
して組織管理に関しては,疎いケースが指摘さ
れる｡反対に言えば,これらの経営力が兼ね備
わった中小企業が開発型となり,この結果とし
て収益がもたらされるのだと思われる｡中小企
業に関しては技術力を高める必要が力説され,
そのための支援策もなされてきた｡これに加え
て経営力を高めるための支援策が必要とされて
いる｡そのためには中小企業経営者の能力開発
のプログラムや経営情報の整備が必要とされる｡
さらに手形取引に見られるように,既存の取引
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慣行が中小企業にとって不利であることも間違
いない｡これらの取引慣行を改善する施策も必
要とされている｡このような支援策に基づく開
発型中小企業の育成が｢川崎モデルⅢ｣となる｡
5.川崎モデルⅣ:スタートアップ･
ベンチャー
5.1.川崎ベンチャーの概要
最後に｢川崎モデルⅣ｣を提示しよう｡ス
タートアップ･ベンチャーの創出であり,先に
指摘したように,川崎市は地方自治体が行う産
業育成政策のパイオニアとして, 1989年には日
本で最初のインキュベーション施設KSP (神
奈川サイエンスパーク)を設立した｡現在川崎
市内には, KSP, BIC, THINKの3つのイン
キュベーション施設が存在する(図表28)｡ KSP
はこれまでに200社以上のスタートアップ企業
を生み出し, 4社が新規公開(IPO)を果たし,
近日中に2-3社の新規公開が予定されている｡
またKSPには,研究施設としてKAST (神奈
川科学アカデミー)が設置され,現在12の研究
プロジェクトが進行し,これまでに8社の研究
開発型のスタートアップ企業を生み出している｡
同じくKBICには慶応大学の研究室が設置され,
JFEの敷地内にあるTHINKにはJFEの実験装
置が使えるという利点がある｡またTHINKに
図表28　川崎インキュベーター
KSP(1989年設立) 田?ﾈｸ   
214社設立 
4社ⅠpO 
リサーチラボKAST (7h8ﾘ5x4h4r   
8社設立 
KBⅠC(2003年設立) (?ﾈｸ   
慶応大学リサーチラボ 
Tfm(2004年設立) (?ﾈｸ   
アジア起業村 
JFE実験装置 
川崎市産業振興財団 (ｸ6h4(6ﾈｸ6xｴｭb     
ビジネスオーディション 
5年間で1181社参加 
川崎イノベーションクラスター形成に向けて
図表29　創業年代の分布
創業年 倆HﾕﾉﾉNB    
1980年以前 r     
1980年代 R絣   
1990年代 鼎S#B纈 
2000年以降 都cC"  
不明 ??b?
合計 ????
図表30　雇用創出
正社員 ｸ6xﾙﾘｼh蹴      
総数平均値中位値標準偏差 ﾙI[ﾘｼﾉ(h見&ﾉUx¥鞆r     
創業時 鉄S#222綯6613.83.04.6    
現在 CゅCbSR繧413024.18.076.8      
増加数 S都B緜2SR綯346919.64.076.9     
は｢アジア起業村｣が設置され,中国やベトナ
ムなどから12社のスタートアップ企業が入居し
ている｡そして以上のような川崎市の新規企業
創出の中核機関として,川崎市産業振興財団が
設立されている｡
以上のことを背景に, 2006年度に川崎ベンチ
ャー調査を行った｡これを基に, ｢川崎モデル
Ⅳ｣としてスタートアップ･ベンチャーの創出
を考えたい｡目的は川崎のベンチャーの状況,
そして川崎市が行ってきたベンチャー支援政策
の効果を見ることであるが,より一般に日本の
ベンチャーの状況を見ることもまた目的とした｡
つまり,日本とアメリカではベンチャーのハビ
トス(生態)が異なる,アメリカでは成功によ
って高収入を獲得することが目的となり,その
ためイノベーションとして画期的な開発が志向
されるのに対して,日本では独立して誰からも
制約を受けることなく事業を継続することが目
的となる,そのため画期的な開発や新規公開の
志向は弱く,事業の売却も選択肢には入らない｡
ゆえにベンチャーキャピタルにとっても日本の
ベンチャーに魅力はなく,かくして日本のベン
チャーとキャピタルは低水準の民に陥っている,
といったことがしばしば指摘される(フアイゲ
ンバウム･ブルナ-;2002)｡これらの指摘に
対して何らかの知見を得ることを目的とした｡
対象としたのは,川崎市産業振興財団が行って
いるビジネオーディションに参加し,最終発表
まで進んだ企業や,神奈川県商工労働部が把握
している｢創造法認走企業｣などであり, 1,684
社のうち, 181社からの回答が得られた｡ただ
し1980年代以前の創業企業が約4分の1を占め
ている(図表29)｡それらの企業はいわゆる
｢第二の創業｣としてこれらのプログラムに参
加したと思われる｡
まず指摘すべきは, 451社で調査票が未着で
あった｡もちろん理由はさまざまとしても,も
しこのことを現在は事業を行っていない,つま
り事業としては破綻したことを意味していると
すると,破綻率は30%となる｡実はKSPの
データからも,これまでの退去企業のうち成功,
現状維持,失敗はそれぞれ3分の1,という結
果が得られている｡要するに新規の事業のう
ち, 3分の1は失敗に終わるようである｡
雇用の創出に関しては,創業時と現在を比較
すると, 1社平均で15人,回答企業全体で2,600
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。 20 図表31 起業の動機(1) 100 
新製品の開発
独立
保有技術の実現
可能性の挑戦
前の会社での制約
高収入
リストラ
先例
40 60 80 
一 位
一
一qL
一
一第 一一 ロ 一一 位 一-1
ム-
一 第 一一 口 一
図表32 起業の動機 (2) 
第 1因子 第 2 因子 第3因子 第4因子
保有技術やアイデアが売 独立して自分の会社を持 人員整理や部門の移動が 成功してより高い収入を
れる製品と感じたため つため (0.784) あったため (0.797) f尋るため (-0.903)
(0. 766) 
自分の可能性を試してみ 周囲に独立起業する先例 新技術や新製品を開発し 前の会社では自分のアイ
たいと思ったため があったため (0.701) て社会に貢献するため デアや技術が生かせない
(-0.726) (-0.749) ため (0.464)
人の雇用の創出があったことが示される(図表
30) 0 ただしここでの創業時は，文字通り新規
事業の創業時とは限らない。「第二の創業」と
して新規事業を始めた場合，その創業時点か，
それともっと以前の1970年代や80年代のことな
のかは確定できない。ただ「第二の創業」もそ
れによって事業の存続を図ることである以上，
雇用創出の効果としてカウントされるべきであ
ることに変わりはない。
次に，起業の動機を見た(図表 31) 0 先に指
摘したように，日本のベンチャーのハビトスを
見るためであるが，確かに「高収入」の動機は
ほとんどない。ただし第 1 位の動機としては，
「新技術や新製品を開発して社会に貢献する」
が最も多くなり，次に「独立Jが来る O
興味深いことに，第 1位と第 2位の動機をあ
わせて，それぞれの回答を因子分析を通じてグ
ループ化すると，四つのグループにまとめるこ
とができる(図表 32)0その上で，同じ因子グ
ループにおいて，因子負荷がプラスとマイナス
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の項目が含まれていることが分かる O つまり同
じ範鴎に括られていても，たとえば第一因子と
しては，長年あたためてきた技術やアイデアが
売れそうになる手ごたえが分かってきたという
動機と，自分の可能性を試してみたい，つまり
挑戦するという動機では，まったく正反対の志
向を意味することが示されている O
そこで，因子負荷がプラスの項目とマイナス
の項目をまとめると，二つのグループに区別す
ることができる O 因子負荷がプラスのグループ
は，独立や保有技術の実現やリストラがあった
ために起業したというグループとなり，マイナ
スのグループは，新技術や新製品の開発，可能
性の挑戦， 高収入を得るために起業したという
グループとなる O 前者を消極的動機，後者を積
極的動機とすると，面白いことに第 1位の動機
だけを取ると， 二つはほとんど同数となる(図
表33)。要するに，起業には積極的と消極的の
二つの動機が措抗している O
さらに事業展開の方向として，新規公開を目
川崎イノベーションクラスター形成に向けて
図表33 二つの起業動機 図表34 今後の事業展開
件数 構成比 件数 構成比
積極的動機(開発 ・挑戦) 81 44.8 新規公開を図る 66 36.5 
消極的動機(独立・アイデア) 82 45.3 売却の機会があれば応じる 10 5.5 
不明 18 9.9 持続を目指す 76 42.0 
合計 181 100.0 その他 24 13.3 
不明 5 2.8 
合計 181 100.0 
図表35 起業動機と事業戦略
60.0 
50.0 
40.0 
30.0 
20.0 
10.0 
0.0 
新規公開 売却 持続
|ロ 積極的動機・消極的動機 |
図表36 直面する課題
資金調達
販路開拓
人事確保 ・育成
事業モデルの明確化
研究開発の推進
オフィス確保
コスト低減
10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 
O 
|ロ創 業時・現在 |
指すのか，それとも事業の持続を目指すのかを
問うと，これもまたほぼ括抗する(図表 34)0
予想通り，事業の売却はほとんどない。その上
で，独立や保有技術の実現などの消極的動機に
基づく起業では，事業の持続を志向する傾向が
高まり，開発や挑戦などの積極的動機に基づく
起業では，新規公開を志向する傾向が高まるこ
とが確認できる(図表 35)0
次に，ベンチャー企業が直面する課題を見る
と，創業時には資金調達と販路の確保，事業が
立ち上がった後の現在では人材の確保の課題に
直面 していることが分かる (図表 36)0人材に
関しては，半数の企業で研究開発と営業販売の
人材を求めているのに対して，望ましい人材が
確保できた企業は 2割以下にすぎない(図表
37)。長期雇用を基本とする日本の雇用慣行は，
ベンチャー企業にとって人材を確保するための
制約となることが改めて確認できる O さらに販
路の開拓を困難とする要因も，営業人員の不足
以外は，大企業の進出や自治体の消極性や無名
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図表37　人材獲得の制約
人材獲得の対象満jaIf,^tfdt欝が 
経営企画.財務 r緜偵  
研究開発 鉄b紊偵2  
営業販売 鉄?C?綯?
製造生産 ?ゅ#偵?
図表38　販路開拓の障害
販路開拓の制約 儂Izb 
営業人員の確保が困難 都"綯 
国や自治体の採用が消極的 鉄"紕 
大企業の進出 鉄2  
無名のベンチャーの不利 鼎B綯 
製品の革新性を伝えることの困難 R繧  
技術の革新性を伝えることの困難 R綯  
大企業の採用が消極的 ?B??
図表39　資金調達先
創業時　　　研究開発
都市銀行
地銀･信用金庫
政府系金融機関
ベンチャーキャピタル
民間企業
エンジェル
株式市場
助成金
家族
知人
自己資金
のベンチャーの不利など,いわゆる日本的取引
慣行に基づくようである(図表38)｡資金調達
に関しては,予想通り,創業時の資金調達とし
て自己資金をあげた企業が大半となる(図表
39)｡ここではそれぞれの資金調達を回答した
企業の比率が示されている｡ただし, ｢第二の
創業｣の企業を反映してか, 4社に1社は創業
時に都市銀行や地銀･信用金庫からの融資を受
けている｡事実,ここでは表示を省略するとし
て, 80年代以前に設立された企業では,創業時
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に銀行融資を受ける企業は60%以上となる｡
5.2.インキュベーター･ビジネスオーディシ
ョン
以上,ベンチャー調査の結果を紹介してきた
が,これらはある意味で予想通りの結果と言っ
てよい｡これに対して今回の調査では,インキ
ュベーターとビジネスオーディションについて
質問した｡先に指摘したように,川崎市はベン
チャー支援政策として,インキュベーターの設
1 1 1
l　1　6
7　4　6　2　2　1　0　3　2　7　4 752600872 00　57　29　80　54　00 00177　3　8　0　1　9　1　7 131　　2　13 0　400　0　56　75　7 21父U OO　55　02　75　00 341　　　　　　　　　1　　2
川崎イノ ベーションクラスター形成に向けて
創業後の平均成長率図表40
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0.105 + 1. 403* (1 /LEN) ， R 2 = 0.103 (N二
124) という結果が得られる(図表 40)0そこで，
この回帰式をベースにとして，これまでに見た
要因がベンチャー企業の成長にどのような効果
を及ぼすのかを検討した。
まず初めに，オーデイションに合格したのか
どうか，インキュベーションに入居したかのど
うかをダミー変数として，これが平均成長率に
プラスに作用するのかを検証した(図表 41)0
結果は，オーディションに合格したこと，イン
キュベーションに入居したことは，それだけで
は平均成長率に有意に作用することはなく，こ
れに対してオーデイションの合格とインキュ
ベーションの入居を掛け合わせると，有意にプ
ラスに作用する O つまり，オーデイションに合
格し，かつインキュベーションに入居した企業
において，その後の成長が有意に高まることに
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なる O
次に，起業の動機として新技術の開発や可能
性の挑戦といった積極的動機であるのかどうか，
事業展開として新規公開を目指すといった積極
的な志向であるのかどうかが，その後の成長率
に及ぼす効果を検証した(図表 42)0この場合
にもそれぞれは単独では成長を高めるようには
作用しない。また結果の表示は省略するとして，
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立や，ビジネスプランのコンテストとしてビジ
ネスオーデイションの開催に力を入れてきた。
今回の調査における回答企業181社のうち，
オーデイションに参加し，最終発表にまで、行っ
た企業は93社，うち71社が合格した。そしてイ
ンキュベーションに入居した企業や入居中の企
業は59社，うち25社はオーデイションの合格企
業であった。ではベンチャー支援としてビジネ
スオーデイションやインキュベーションの効果
はどのように確かめられるのか。
そこで，ベンチャー支援の効果を見るために，
回答企業の創業時から現在までの年平均売上変
化率をプロットした。最初に指摘した ように，
ここでの回答企業には， 1980年以前の創業企業
が32社， 80年代の創業企業が28社含まれる O そ
れらの企業が「第二の創業」として調査対象企
業に中に入っているとしても，その創業年が第
二の創業時であるのか，それとも会社設立時で
あるのかは分からない。またそのような企業で
は，年平均変化率は当然低くなる O このような
制約があることを前提として 回答企業の創業
時からの成長の度合いを測ることに した。
そこで，年平均変化率を Y，創業時から現在
までの経過年数を LENとした上で， Y=a+b 
(l/LEN) という双曲線を推計すると， Y二
20 
図表41インキュベーションとオーディションの効果
Gsale(1)Gsale(2) 
1/LEN S"｢｢｣弔｢｢      
Dun(pass) 蔦b      
Dun(incu) SRﾓ#B     
Dum(pass*incu) 緜B｢｢   
coms CSb      
R2 ????#SR?
***;p<0.001, **;p<0.01, *;p<0.05, #;p<0.1
Dum (pass) :オーディション合格-1,その他-o
Dun (incu) :インキュベーション入居-1,その他-o
Dun (pass*incu) :合格+入居= 1,その他-o
図表42　起業動機と事業展開の効果
Gsale(1)Gsale(2) 
1/LEN 紊弔｢｣Sい｢｢     
Dum(motivation) 蔦2ﾓsB      
Dum(aim) 蔦ふ"       
Dum(incu*motiVation) 經S弔｢  
Dum(incu*aim) 蔦3    
coms cBB     
R2 ????#C?
Dum (motivatio) :開発･挑戦動機- 1,その他- o
Dum (aim) :新規公開志向-1,その他-o
Dum (incu*motivation) :入居+開発･挑戦志向- 1,その他- o
Dum (incu*aim) :入居十公開志向- 1,その他-o
二つを掛け合わせ,開発や挑戦を動機とし,か
つ新規公開を志向する企業を取り出したとして
も,成長を高めるようには作用しない｡これに
対してそれぞれをインキュベーションの入居と
掛け合わせると,開発･挑戦を動機とし,かつ
インキュベーションに入居した企業において,
平均売上成長率は有意に高まる｡つまり,新技
術や新製品の開発を志向し,可能性の挑戦を動
機とするベンチャーに対して,インキュベーシ
ョンの入居はそのような動機を一層高めること
により,成長を促進させると考えることができ
る｡
さらに,インキュベーションに入居すること
の効果として,入居によって評価が高まり,資
金調達に有利になることがしばしば指摘される｡
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そこでインキュベーションの入居企業とその他
を区別し,資金調達に違いがあるかを見ると,
インキュベーション入居企業は開発段階と現在
において,ベンチャーキャピタルからの資金調
達が有意に高まることが示される(図表43)そ
こで,資金調達先として,銀行融資(都市銀行,
地銀･信用金庫),公的資金(政府系金融機関,
補助金),ベンチャーキャピタル(VC,民間企
莱,エンジェル,株式市場),自己資金(家族,
知人,自己資金)を区別し,それぞれの資金調
達の方式が売上成長率に及ぼす効果を検証した
(図表44)｡非常に明確に,創業時,開発時,そ
して現在において,ベンチャーキャピタルから
の投資を受けている企業は売上成長率を有意に
高めるという結果が得られる｡ただし最後の点
川崎イノベーションクラスター形成に向けて
図表43　資金調達上の利点
入居その他 
創業時 仞(ﾗ9uｨ37.339.3   
公的資金 ゅc偵r   
ベンチャー投資 ??#偵?
自己資金 都"纉s絣  
開発段階 仞(ﾗ9uｨ32.247.5   
公的資金 ?"?3b??
ベンチャー投資** 2縱絣    
自己資金 鉄"經C繧  
現在 仞(ﾗ9uｨ｢45.859.0   
公的資金 r#b⋣   
ベンチャー投資* ?"????
自己資金 偵3"繧   
図表44　資金調達の効果
創業時開発段階現在 
1/LEN sい｢｣sい｢｣｢｢｢        
Dun(bank) ##3         
Dun(public) 蔦2ﾓCBﾓ釘        
Dun(Vc) 縱弔｣Cr｣2        
Dun(indiVi) 蔦S#途2ﾓ3"       
coms rﾓCC澱抓       
R2 sCscC""      
Dum (bank) :銀行融資-1,その他-o
Dum (public) :公的資金- 1,その他-o
Dum (vc) :ベンチャー投資-1,その他-o
Dum (indivi) :自己資金-1,その他-o
は,ベンチャーキャピタルから資金を獲得する
ことによって成長が高まるのか,高い成長を達
成していることによってベンチャーキャピタル
からの投資を受けるのかは一概には区別できな
いのであるが｡
このように, ｢川崎モデルⅣ｣として,オー
ディションとインキュベーターとベンチャーキ
ャピタルの相互の関連を示すことができる｡ま
ずオーディションの効果としては,日本の場合,
起業しようとする人材を発掘する必要があり,
この点でオーディションの役割は非常に重要と
言える｡先に｢川崎モデルⅢ｣で指摘したよう
に,このような拠点を電機各社の開発拠点が集
中する南武線沿線に設置する必要が改めて指摘
できると思われる｡次にインキュベーターの効
果としては,入居企業をさまざまな面で支援す
ると同時に,入居企業の意欲を高める,とりわ
け開発や挑戦の意欲をエンカレッジすることが
重要,と思われる｡つまり,サポート･プラ
ス･エンカレッジの役割がインキュベーターに
求められている｡最後にベンチャーキャピタル
に関しては, KSPは現在3本の投資事業組合
を組織し,うち4社は新規公開を果たし,まも
なく2-3社が新規公開にいたることが予定さ
れている｡つまりKSPはベンチャーキャピタ
ルを備えたインキュベーターということができ,
日本の場合,ア-リーステージで投資するベン
チャーキャピタルは非常に少ないことを考える
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と, KSPの試みは非常に重要であり,さらな
る拡張が求められている｡
今回のベンチャー調査からは,スタートアッ
プ･ベンチャーは,資金の面だけではなく,辛
業が立ち上がった段階ではそれ以上に,人材確
保と販路確保の問題に直面していることが明ら
かとなった｡これまでにも指摘されてきたよう
に,日本型の雇用慣行と取引慣行はスタートア
ップ･ベンチャーにとって大きな制約であるこ
とは間違いない｡ただしこれを変革することが
直ちに可能であるわけではなく,むしろそれゆ
えに,これらの面でのベンチャー支援が必要と
されている｡たとえばア-リーステージでの資
金供給に対する公的補助や,人材のマッチング
の機会を整備することや,自治体や公的機関で
の優先的購入の促進がとりわけ有効と思われる｡
さらに川崎市に関しては,インキュベーション
を退去した企業にとって,その後の事業展開の
ための施設の不足という問題がある｡この意味
でポストインキュベーション施設の充実が必要
とされている｡これらの課題に取り組むことを
通じて,ビジネスオーディションとインキュ
ベーションとア-リーステージのキャピタルの
相互の連関から構成された｢川崎モデルⅣ｣は
より有効に機能すると思われる｡
6.課題と展望
本稿では,川崎イノベーションクラスターの
方向として,四つの視点,四つのモデルを提示
した｡最初に指摘したように,すべてに共通す
るのは,工業都市川崎の歴史的遺産(レガ
シー)に基づくということである｡モデルⅠの
素材産業の復活,モデルⅡの電機産業の転換,
モデルⅢの製造業開発型中小企業,モデルⅣの
スタートアップ･ベンチャーは,いずれも工業
都市川崎のレガシーを受け継ぎ,それを高付加
価値型,知識集約型,研究開発型の企業や産業
に転換することを通じて,川崎イノベーション
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クラスターの担い手となることが構想されてい
る｡ただし,モデルⅢの開発型中小企業,モデ
ルⅣのスタートアップ･ベンチャーに関しては,
その内実が提示できるのに対して,モデルⅠの
素材･環境クラスター,モデルⅡの電機･精密
クラスターに関しては,まだ残された課題は多
い｡
いうまでもなく,川崎の産業再生にとっては,
モデルⅠとモデルⅡが決め手となる｡モデルⅠ
の素材･環境クラスターに関してはその方向が
明確になっているとしても,モデルⅡの電機･
精密クラスターに関しては,いまだその方向自
体が不明である｡より根本的には,モデルⅡの
電機･精密クラスター,とりわけrrクラス
ターは川崎に何をもたらすのかということがあ
る｡モデルⅢの開発型中小企業で指摘したよう
に, IT各社の巨大な研究所は各社の中核研究
拠点であったとしても,その成果が周囲にスピ
ルオーバーすることは今のところ確認できない｡
おそらくクラスターの観点からは,多摩川流
域に広がる電機･精密産業の集積を,内実の伴
うネットワークとしてどのように構築できるの
かが問われている｡これまでにも指摘したよう
に,川崎の立地上の優位性に基づいて,既存の
企業は川崎にとどまり,あるいは新たに川崎に
立地するということがある｡その優位性とは,
繰り返すなら,遠くにつなげられた近接性,グ
ローバルに開かれた近接性であり,確かに個々
の企業は川崎を拠点として,このような近接性
を自ら組織している｡要するに個々の企業を単
位とした,グローバルかつ緊密なネットワーク
が構築されている｡
しかしそれゆえに,川崎あるいは多摩川流域
を単位とした企業間のネットワークは不在のま
まである｡立地上の優位性の観点からは,東京
本社との近接性,羽田との近接性,金融セン
ター(茅場町)の近接性,そして大学･研究機
関との近接性は,すべて東京との近接性にある
といってよい｡つまり,立地の面からは,横方
面での優位性であり,これに対して縦方面に関
してはまったく貧弱な状態にある｡川崎にとっ
て最重要なクラスターは,南武線沿いの多摩川
流域あるいは｢グレータ-川崎｣として指定さ
れるものであり,しかしこの縦につながる近接
性は,まったく貧弱な状態にある｡
もちろん立地の上での縦につながる近接性,
物理的な近接性はネットワーク構築の必要条件
に過ぎない｡その上で遠くにつながる近接性,
グローバルにつながる近接性が求められるとし
ても,それ以前に,企業の境界を超えてつなが
る近接性が求められている｡おそらくこのよう
なネットワーキングを行う主体として想定され
るのが,自治体であり,各種のNPO機関であ
るとしても,それはまた,個別の自治体に閉じ
られたものではありえない｡企業の境界を超え
るネットワークは,当然自治体の境界を超える
ものであり,この意味で自治体の境界を超える
ネットワーキングが求められている｡国,県,
自治体の間の連携が必要とされるのであるが,
これを単純に縦の関係とするのではなく,クラ
スター形成のための横の連携として構築するこ
とが求められている｡いずれにせよこれらの課
題に取り組み,提言にまとめることが,専修大
学オープン･リサーチ整備事業｢川崎イノベー
ションクラスター形成に向けての提言｣の最終
任務となる｡
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